
税理士が携わるべき中小企業M＆Aと

実務上の留意点

主催：ビジネス会計人クラブ第286回定例会
2021年11月９日（火）14：00～16：00
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本セミナーの流れ

1．税理士が知っておくべき最近のM&A事情

2. プレM&Aサービスの事例紹介

3. 赤字、債務超過M&Aの事例紹介

4．会社案内、提携のご案内



講師プロフィール

1986年 公認会計士（二次試験）合格。監査法人朝日新和会計社（現あずさ監査法人）入社

1990年 公認会計士（三次試験）合格。公認会計士・税理士登録

2004年 米国サンダーバード国際経営大学院卒業（MBA取得）。

2005年 株式会社サンベルトパートナーズ 設立 代表取締役社長 現在に至る

（現かえでフィナンシャルアドバイザー株式会社）

2008年 赤坂綜合会計事務所 設立 代表社員就任現在に至（現かえで税理士法人）

2017年 元 中央大学ビジネススクール 客員教授（Ｍ＆Ａ戦略）

【主な実績】

・カーライルジャパンのおやつカンパニーとの業務・資本提携

・出光興産グループ（ＳＤＳバイオ）のインド農薬メーカー買収

・ベネッセコリアのKorea Yakultへの売却

・メイワパックスのベトナムのパッケージメーカー買収

【著書・論文】

・『Ｍ＆Ａコンサルティングの実務 第2版』（中央経済社、2020年）

・『M&Aによる事業再生の実務』（中央経済社、2013年）

・『経営危機にある会社が知りたいスポンサーの探し方』（ビジネス法務2013Vol○No.2）

・『のれんの会計処理の影響を踏まえたＭ＆Ａモニタリング実行上の留意点』（旬刊経理情報2013/11/10 No.1363）

・『セルサイドＭ＆Ａでの入札の進め方』（旬刊経理情報No.1343）

・『Ｍ＆Ａプロセスにおける簿外債務リスクへの対応法』（旬刊経理情報No.1422）

・『後継者不在の中小企業の売却』（税経通信20192月号） 等多数
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Ⅰ税理士が知っておくべき最近の

Ｍ＆Ａ事情
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コロナ下のM&Aの現況

・2020年 休廃業・解散件数は過去最大
（約5万件、6割黒字）

・M&A件数は過去最高（上半期ベース）

株式会社レコフデータより
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M&A業界の最近の動向

・M&A支援機関（M&A仲介会社）の登録制度

ex. 2,000社以上 事業承継・引継補助金

・M&A業界の自主規制団体の設立

・M&Aマッチングデータベースの統合
ex. ビズリーチ・サクシード、バトンズ、トランビ、事業引継ぎセンター

・セカンドオピニオン、中小企業PMIの強化
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経営者が望む承継方法の優先順位と専門家不在

Ⅰ．親族内承継

Ⅱ．役員・従業員 （所有と経営の分離」含）

Ⅲ．M&A

Ⅳ．再生型M&A

Ⅴ．自主廃業

Ⅵ．破産

専門家不在



8

M&Aの業法はあるのか？

・2015年 事業引継ぎガイドライン

・2016年 事業承継ガイドライン

・2017年 事業承継5ヵ年計画

・2019年 第三者承継支援パッケージ

・2020年3月 中小M&Aガイドライン

・2021年4月 中小企業M&A促進計画
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事業承継へ向けたステップ

出典：事業承継ガイドライン 中小企業庁 平成28年12月

税理士
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中小企業M&Aガイドライン

Ⅰ．後継者不在の中小企業向けの手引き
・事例
・進め方
・マッチングプラットフォーム
・仲介者・FAの手数料 など

Ⅱ．支援者向けの基本事項
・M&A手続きの具体的な行動指針
・利益相反のリスクと対応策
・専任条項の留意点
・各支援機関の支援内容、留意点 など
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中小企業M&A推進計画

Ⅰ．M&A支援機関の登録制度の創設
・「事業承継・引継ぎ補助金」の補助対象を登録機関
に限定
・「中小企業ガイドライン」の行動指針の遵守が登録要件
・成約件数の実績報告

Ⅱ．自主規制団体の設立
・今年度中に創立予定
・クレームの窓口
・取引ルールの管理
・業法の作成
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中小企業M&A支援の目的の変化

事業承継型M&A後継者不在

開業率の低迷 創業促進型M&A

生産性低迷 成長加速型M&A

従来

今後
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創業促進型M&A

・後継者バンク、事業承継融資

・サラリーマンM&A→マッチングサイトで買収

・サーチファンド型M&A

①定年まで働き続ける
②転職
③起業

従来
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成長加速型M&A

・大手企業、投資ファンドの傘下で成長加速

・経営者として残留

・株式は一部継続保有

・2回目のEXITは、IPOまたはM&A（二度おいしい！）

①少子高齢化のマーケット
②限られたリソース
③単独では生き残れない

現状
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今後税理士が取り組むべきM&Aサービス

Ⅰ．経営状況、経営課題の現状把握（見える化）

Ⅱ．プレM&Aサービス（磨き上げ、再生、準備）

Ⅲ．中小企業PMI、アフターM&A（売り手オーナー）

Ⅳ．セカンドオピニオン

M&A仲介、アドバイザリー

ブルーオーシャン
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Ⅱ．プレM&Aサービスの事例紹介



プレM&Aサービス
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＞プレM&Aサービス（磨き上げ）の目的
①事業価値（株価）を高める
②M&Aリスクの低減

＞事業価値を高めるコンサルティングの内容
①株価算定
②株価に影響を及ぼす要素（利益CF、ネットデット、実態純資産など）の改善提案と実行
③利益、CFを向上させる「M&Aのための事業計画」の作成
④非事業用資産の売却、ノンコアビジネスの売却
⑤税務会計から管理会計、タイムリーな月次決算制度の導入
⑥オーナーと会社の公私混同の整理（賃貸借、借入貸付、個人資産の整理など）

＞M&Aリスクの軽減コンサルティングの内容
①株主・株式関係の整備：「株主の集約」「名義株」、「株券」「株主名簿」など
②議事録、契約書、規程などの書類の整理
③組織、人事・労務、権限移譲などの整備（オーナー経営から組織運営へ）
④会議体の設置、統廃合
⑤経営管理資料・情報の整備（部門別損益、原価計算、月次決算など）
⑥デジタル活用組織への移行（HP,EC,SNS,MA,ネット広告など）
⑦経営者保証の解除支援
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プレM&Aサービス 事例１：会社概要

・事業内容 雑貨など小売業

・創業 250年

・店舗 都内2店舗

・従業員 30名

・顧客 官公庁、大手上場企業など優良顧客多数

・株主 相続を繰り返していたため、親族数十名

・経営陣 社長（長男、70歳）、専務（次男、65歳）
常務（いとこ、60歳）
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事例１：相談の経緯

・財務状況が厳しく、経営陣、親族で承継する予定がないので、
３年ほど前から仲介会社にM&Aを依頼しているが、買い手は
見つかっていない。1社も紹介してもらっていない。

・資金繰りが厳しく、顧問弁護士に相談したら破産を薦められた

・常務は顧客を維持するため、破産以外の方法を模索していた

・常務の知り合いの会計事務所と銀行から弊社に相談あり

・弊社の関与期間：2018年2月～2020年2月
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事例１：相談時の財務状況

・5期連続減収（直近約3億円）

・5期連続営業赤字（直近1,000万円の赤字）

・直近の現預金3,000万円弱、借入金1億円、簿価純資産約7,000万円

・実態BSの純資産はプラスorマイナス？

・資金繰りは、売り上げ減を食い止めれば、数年は維持可能ではないか？

弊社の判断→・再生可能、磨き上げ必要
・M&Aを目標
・最悪、自主廃業（破産回避）
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事例１：対象会社の強み

・長い業歴を有し、ブラントと優良な法人顧客を保有

・高価格商品が収益を支える構造

・著名なオフィスビルに店舗

・都市部に不動産（土地及び自社ビル）を保有している
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事例１：経営課題、EXIT問題点

Ⅰ．経営課題
・営業していない、したことがない
・現経営陣、従業員に再生意欲が感じられない
・月次決算：1か月以上ようやく入手
・部門損益：不正確で店舗が儲かっているか否か不明
・不動産：共有関係が複雑で資金調達に使えない
・HP、会社案内などが古くて商品が際立たない
・会議体がない、情報が共有されていない、朝礼なし、

Ⅱ．EXIT問題
・株主：親族数十名に分散
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弊社からの提案:プレM&A＋磨き上げ後M&Aで契約

① 適正な資金繰り予定表の作成サポート、モニタリング（進捗状況の確認）
② 正確でタイムリーな月次決算書、部門別損益の作成サポート
③ 事業承継計画の作成
④ ＫＰＩ（key performance indicator重要業績評価指標）の設定とモニタリング
⑤ 経営課題の把握と解決方法の提案
⑥ 銀行交渉の窓口（資料作成サポートなど）
⑦ 経営会議体導入の支援と運営、参加（毎月1回を想定）
⑧ Ｍ＆Ａ手続きの実施：企業概要書の作成、提携先候補の提案、打診、条件
交渉、契約書の作成、クロージング（決済）など

月額報酬：30万円
週1回の戦略会議でPDCAを運用していく
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アクション１：破産回避、弁護士退任

＊破産を推奨した顧問弁護士の説得と退任

✔破産手続開始原因（支払不能または債務超過）が
ないこと、当面の資金繰り、実態BSの作成と説明
✔１～2年の再生後、M&Aまたは最悪でも自主廃業
✔弁護士の退任と会計事務所の変更
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アクション２：社長交代

現社長（長男、70歳）：
社長歴20年以上、経営マンネリ、

社員がいうことを聞かない、諦
め、経営能力など

新社長（いとこ、60代前半）：

職人、「取引先との関係を考え、いま破産す
るわけにはいかない」、経営能力、リーダー
シップ疑問
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アクション３：不動産の権利関係

法人

親族A1/2 ,B1/2

親族C

親族D2/3 ,E1/3

法人

法人

法人

法人

親族C(1/2) 親族D(1/2)

親族A(1/2) 親族B(1/2)
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アクション３：所有権の整理と資金調達

＊本社の不動産の権利関係の整理（共有解消）

①当初このままの権利関係で資金調達を検討→BKからNG
②個人所有部分の法人への売買
③共有持ち分を保有する親族で痴ほう症が発覚
④法人で買い取る資金がないため、親族からの借入処理
⑤個人は不動産の売却となるため、売買に対する税金をどうするのか？

所有権整理後、不動産担保で
当面の運転資金調達に成功！
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アクション４：法人営業体制の構築

＊現状分析、100日プラン作成の時間なし

＊近隣の法人営業体制の構築

①担当責任者の任命
②営業用パンフレット、チラシの製作
③アプローチリスト（銀行、仕入先など）の作成
④近隣の中小企業などへチラシの配布
⑤配達時のセールストークの確認

「営業をやったことがない、やり方が
分からない、、、、」など抵抗される
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アクション５：店舗のオペレーション改革

✔レイアウト変更（季節感、値引き雑貨商品の陳列を
やめさせる、ブランド商品の視認性を高める）
✔マナー講座の実施（初企画）
・JAL出身の元スチュワーデスを講師
✔無駄な事務作業、手作業を削除(社長専用の資料）
✔シフト表の効率化（顧客のいない時間帯の精査）
✔朝礼の実施

「職人気質で変化を好まない」、「い
まがベスト」、「変えたらいまのお客さ
んが逃げる」などと抵抗される
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アクション６：組織の活性化

✔毎週月曜日に主要メンバーにて定例会議、経営
状況を確認
✔部門間の業務の共有（配達、事務を兼務など）
→野球からサーカーへの意識改革

✔新商品の企画開発、季節に応じたイベントの実施
✔飲み会の実施

「従業員と方針、進め方で激突」

「社長も実務を知らないため決断できず」
「最後は従業員から社長がきちんと決めて
ください、と突き上げられる」
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アクション７：コスト削減

✔駐車場、賃借物件の一部返却
✔役員報酬減額
✔保険その他経費見直し
✔配送エリアの見直し
✔仕入頻度の見直し
✔部門ごとに分かれている仕入業者の統一

「前社長への反発が強く、同業者組合
との意見交換、お付き合いに必要なコ
ストなどもすべて削減
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EXIT；M&A

✔業務資本提携による新たな成長の実現：
歴史と伝統を活かしつつ新たな成長を実現していく
には、外部の力、知見を導入することが必要

✔M&Aの形態：株式譲渡

✔条件：①異業種
②従業員の継続雇用
③売買金額は応相談（腹ではゼロで十分）

結論：1年以上打診を続けたが業界に対
するネガティブな印象などで見つからず
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本案件からの弊社の学び

✔斜陽産業：有力な差別化要因がなければ厳しい

✔社長の協力：実務・経営を知らないのでスピーディ
な判断、決断できない

✔従業員の協力：長年の経営陣に対する不信感を
短期間で払拭できなかった

✔変化への抵抗：「いまのままでいい」「顧客もいいはずだ」

✔毎月資金流出が続く中で、最悪自主廃業するには不動
産相場を睨みながら、借入金返済が可能か常に確認す
る必要があった→時間の制約
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事例２：修繕会社 会社概要

・事業内容 マンション、商業施設などの修繕会社

・創業 25年

・事業所 東京、大阪（2021年3月開設）

・従業員 20名

・顧客 マンション管理組合、メーカーの工場

・株主 社長

・経営陣 社長（50歳）、取締役（55歳）
取締役（配偶者、48歳）
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事例２：修繕会社 相談の経緯

・大手生命保険会社の元支社長からの紹介（2021年1月）

・コロナで工事が延期または中止になっており、急激な業績悪化

・2021年7月期決算を絶対赤字にできないが、可能性が大。

・赤字になれば来期マンション修繕工事の入札に参加できない

・どうすればいいか？

・弊社の関与期間：2021年2月～継続中
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事例２：修繕会社 相談時の財務状況

今期見込売上3億円、数千万円の赤字→OUT
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事例２：修繕会社 経営課題

１．下請け精神：元受け、管理会社などからの紹介案件を捌けばいい

２．技術さえよければ発注してくれる、紹介してもらうのが当たり前

３．営業戦略がない（管理組合、管理会社、設計事務所、ビルオーナー）

４．HPからの問い合わせがまったくない

５．顧客データがない（担当者が個別に保管）、生かされていない

６．経営陣が今後の戦略などを議論する会議体がない

７．キャリアプランが描かれていない(モチベーションプランなし）

８．後継者がいないが、事業承継についてはまだ考えていない
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事例２：修繕会社 業務委託契約書

第１条（業務内容）
１．乙は甲に対し、下記の業務を行う（以下総称し、「本契約
第一条業務」という）。

①経営管理体制（会議体の構築・運用、人事制度の整備な
どを含む）の整備・構築に関するアドバイス
②営業、マーケティング体制の構築に関するアドバイス
③事業承継に関するアドバイス
④財務管理、資金調達などに関するアドバイス

第３条（報酬および支払方法）
甲は乙の本契約第一業務に対し、月額10万円（消費税及
び地方消費税は別途請求するものとする）を乙の指定する
銀行口座へ支払う。
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事例２：修繕会社 現在進めているアクション
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事例２：具体的なアクション（営業）進行中

１．経営陣5名と弊社2名が参加する経営戦略会議体の設置と運用

２．販路別（管理組合、管理会社、設計事務所など）事業紹介の
方法や営業トークの整備

３．HPのリニュアルによる問い合わせの獲得（FAQ、実績）

４．MA（マーケティングアートメーション）の導入
→顧客データの統合と活用、名刺の獲得
→Sansan、リストファインダー、メルマガ

５．過去の受注データ分析（紹介ルート、顧客の声など）
→ターゲット、強みと弱み

６．事業承継に備え、幹部候補の会議体への出席
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本案件からの弊社の学び

✔50代社長（後継者無し）→事業承継、EXITを考えている

✔漠然と理解しているが、やること、準備することが分からない

✔受け身の営業とわかっているが、体質が染みついているため,
改善策が浮かばない
→具体的なアクションプランと実行方法

✔売上10億円、30億円の壁→戦略必要

✔オーナー経営から組織経営へ、後継者をどう育成していくか？
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事例３：食品卸会社 会社概要

事業内容： 肉類、魚類などの地元小売業、スーパー、学校給
食への販売。トラック10台による配送

・従業員数：20名
・拠点： 首都圏
・創業： 創業百年以上
・財務状況：売上約6億円、営業損益：毎期ほぼトントン、簿価純

資産：1億円（不動産の含み損、保険積立金に含み
益あり）、長短借入：1.3億円

・譲渡条件
譲渡可能株数 ：株式譲渡100%
譲渡希望金額 ：応相談（売り手は3,000万円以上希望）
従業員雇用 ： 継続雇用
譲渡理由 ： 経営者体調不良及び後継者難
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事例３：食品卸会社 交渉のポイント

（買い手）
利益水準に比べ、借入金過多。企業価値ゼロ？
（ＥＢＩＴＤＡの5～6倍を想定）。

（売り手）
・ゼロなら売る意味がない。もっと会社の歴史、
顧客などを評価してもらいたい。
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事例３：食品卸会社 最終合意内容

・最終の買い手：建設業（グループで食品関連子会社）

・株式譲渡代金1円。役員退職金1,500万円（ＣＡＳＨ）。
会社契約の生命保険（解約返戻金2,000万円相当）を
個人に役員退職金として契約変更

・連帯保証の切り替え。追加投資の実施（設備のリ
ニューアル資金）
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事例３：食品卸会社 本件からの教訓１

・中小企業Ｍ＆Ａの株価
①ＥＢＩＴＤＡの5～6倍－有利子負債＝株式価値
②借入金過多の場合：時価純資産＋営業利益の＊倍では評価で
きない（ＣＦを考慮）

③M&A用事業計画の作成が重要

・体調不良など時間が限られている場合、条件が不利となるケース
が多い。早い段階で準備しておけばもっといい条件で売却できた
はず？

・会計事務所がオーナーに寄り添い、すべてのＭＴＧに出席し、
オーナーに手続き、株価などについてわかりやすく説明。買い手
からも高い評価を得ていた。
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事例３：食品卸会社 本件からの教訓２

・ＤＤは買い手の経理担当者＋会計事務所で実施した（小規模案
件の場合に多い）
→売り手の顧問会計事務所に対する信頼感あり（契約、議事録、
経営管理資料がきちんと準備されていた）。

→契約条件（税金などに対する表明保証、補償金額、期間など）
も売り手に有利となる

・同業だけでなく異業種、投資ファンドも買い手候補に入れる

・廃業は事業の存続、雇用の維持など地域経済への影響などを
考えた場合、選択肢としては取りにくい。
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Ⅲ．赤字、債務超過のM&A事例
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はじめに

上記のような経営課題を抱える顧問先
（小規模事業者）を税理士はどのように
支援することができるでしょうか

後継者
不在

資金繰り
難

赤字・
債務超過



49

M&A、再生案件の根本的な判断基準

１．決算書だけから判断してはならない

節税、ミス、不適切会計など

２．赤字、債務超過であっても可能性はある
数字だけではわからない、その会社のよ
い点を評価してくれる買い手がいる
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M&A、再生案件の具体的な判断基準

1．実質（実力）営業利益

＝営業利益＋節税費用＋役員報酬の相場を超える分

2．資金繰り

資金繰りが苦しい場合、銀行借入の返済停止や経営者からの

借入等でM&A所要期間内の資金ショートを回避できるか

3. 実態純資産

帳簿上、純資産がプラスだとしても、不動産の含み損、

簿外負債を考慮すると、実態純資産がマイナスのことがある

4. 事業の魅力

立地、新規で取得できない許認可、希少な技術力、顧客、従業員など

5. 経営課題

営業力、マーケティング体制の欠如、資金調達、IT戦略など

損益計
算書

資金繰
り表

貸借対
照表



再生M&A（私的整理）のイメージ
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再生M&A（法的整理）のイメージ
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1. 実質営業利益 〇 〇 × ×

2. 資金繰り 〇 〇 × ×

3. 実態純資産 〇 × × ×

4. 事業の魅力 〇 〇 〇 ×

↓ ↓ ↓ ↓

M&A 再生M&A 再生M&A 廃業

(私的整理) (法的整理)

金融債権者のみ すべての債権者

判断例
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再生事例１：食品卸会社
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窮境要因 うなぎのかば焼き製造事業の投資に失敗
事業 メイン行とコンサル会社の支援により粗利改善

イオングループなどへの販売ルート、近年不漁になっている「あさり」
の仕入れルートがあることが強み。社長の息子が営業責任者。
季節資金が必要であり、スポンサーから短期借入３０００万円あり

スキーム REVIC特定支援
受け皿会社を設立しスポンサーから貸付。吸収分割にて事業を承継
受け皿会社の代表取締役は対象会社社長の息子

スポンサー 顧問税理士が経営するコンサルティング会社
顧問税理士は、日本経済のために中小企業の再生が必要と考える人

譲渡対価 ５５００万円
移転純資産 △１５００万円
のれん ７０００万円
FA報酬 ８００万円

再生事例１：食品卸会社
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再生事例2：葬儀会社

窮境要因 競争の激化、葬儀件数の減少や小規模化の影響などから
業績が低迷（地元では社長の怠慢さの噂あり）

事業 江戸時代の創業で約300年の歴史を誇る老舗。
葬祭業として1987年4月に法人化、
2000年11月に本社を改築し、150人収容の
ホールを備えた葬祭施設を設け営業していた。

スポンサー 同エリアで複数施設を運営する同業
スキーム 破産申立て後、事業譲渡＋不動産売買。

経営者はスポンサー会社の従業員として雇用

譲渡対価 ３０００万円（税込）
移転純資産 １７００万円
のれん １３００万円

FA・コンサル報酬 ５００万円
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再生事例３：訪問介護

売り手企業

訪問看護事業
売上３０００万円

買い手企業

介護事業訪問看護
事業

赤字
債務超過

売り手は赤字が続いており
将来的な事業継続の不安があった

売り手、買い手ともにM&A未経験、
総務・経理は社長が兼務

売り手、買い手はM&A補助金を活
用し、専門家費用の負担を軽減

支援前 支援後

買い手企業

介護事業
売上３０００万円

経営は安定して
いるものの、潤
沢な資金はない 黒字化

に成功

専門家費用を支払う十分な資金なし

専門家の支援により、M&Aの疑問

点や問題点を解消し、スピーディー
なM&Aの実行と、黒字化を実現
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再生事例３：相談経緯

売り手企業
の社長
４０代

弊社
（アドバイザー）

買い手企業
の社長
３０代

知人

①「提携したい」と相談

②「M&Aを考えている。
相手は知人で年上なので
穏便に進めたい。とは言え、
ビジネスなのでM&Aの条件
は合理的に考えたい。」
と相談
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再生事例３：初期段階の状況・課題と対応

１．状況
①売り手：損益は赤字、財務状態は債務超過
②買い手：潤沢な資金はない、大きなリスクは取れない

２．M&Aを進める上での課題
①売り手の事業を黒字化できるか
②アドバイザーとしては、売り手、買い手を支援したいが
アドバイザー費用を支払うことができるか

３．対応方針
①財務資料を分析して事業再生プランを検討
②M&A補助金（経営資源引継ぎ補助金）を活用
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再生事例３：M&A概要

項目 内容

スキーム 吸収分割

分割対価 ゼロ

承継純資産 △１０００万円

承継対象
事業、営業債権債務、銀行借入、

従業員（買い手企業の労働条件に変更）、
事業継続に必要な契約など

承継対象外
許認可（買い手にて新規申請が必要）、
プライベート利用の車両に関する契約、
事務所の賃貸契約、役員借入金など

売り手経営者の処遇 事業責任者として雇用（給与は従前と同額）

その他
銀行借入の一部を売り手経営者が負担

売り手経営者の親族の退任
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再生事例３：支援の流れ

M&A 補助金

6月 買い手から相談受付 概要説明

7月 （売り手の事業上の監査対応のため待機） 申請書類の準備支援

8月 財務資料の分析、株式価値、スキーム検討
などの相談対応

申請支援

9月 （採択審査結果通知）

10月 アドバイザリー契約締結、M&A条件調整、
買い手ファイナンス支援、許認可手続き等

11月 吸収分割契約締結、債権者保護手続き、
従業員への説明

進捗報告支援

12月 労働者保護手続き、取引銀行対応 進捗報告支援

1月 吸収分割実行、各種承継手続き、売り手事
務所の原状回復工事

実績報告支援

2月 追加資料提出支援

3月 仮勘定の精算 （売り手、補助金受取）

4月以降 売り手企業の清算手続き （買い手、補助金受取）
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再生事例３：M&A、再生支援

売り手は赤字。
M&Aを進めて
大丈夫か 帳簿は合っ

ているのか

適正な取引対
価はいくらか

どのような体
制がよいのか

株式価値算定

実態貸借対照表
資金繰り実績表、予定表
M&A後の事業計画

スキーム比較表

資金調達のた
め事業計画を
つくってほしい
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再生事例３：資金繰り実績表、予定表
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再生事例３：M&A後の事業計画
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再生事例３： スキーム比較表

スキーム 体制 メリット デメリット
【売り手代表者】

様の役職

【売り手】会社の銀行

借入の連帯保証
コスト 手間

スピー

ド

最短のクロー

ジング日

吸収合併 1社
・固定費（事務所100万円、水道光熱費10

万円、税務申告費用等）の削減可

・簿外債務引継ぎのリスク

・債権者保護手続きのコストと時間

が必要（2ヶ月かかる）

・規程の統一

○ △ △ 12月1日

1社

・固定費（事務所100万円、水道光熱費10

万円、税務申告費用等）の削減可

・簿外負債の遮断

・承継手続き（許認可、取引先、

従業員）が生じる

・債権者保護手続きのコストと時間

が必要（2ヶ月かかる）

・規程の統一

○ △ △ 12月1日

2社
・簿外負債の遮断

・法人ごとに規程を分けることが可

・承継手続き（許認可、取引先、

従業員）が生じる

・債権者保護手続きのコストと時間

が必要（2ヶ月かかる）

・新会社の設立コスト

・固定費の削減が限定的

× △ △ 12月1日

1社

・固定費（事務所100万円、水道光熱費10

万円、税務申告費用等）の削減可

・簿外負債の遮断

・承継手続き（許認可、取引先、

従業員）が生じる

・規程の統一

○ × ○ 10月1日

2社
・簿外負債の遮断

・法人ごとに規程を分けることが可

・承継手続き（許認可、取引先、

従業員）が生じる

・新会社の設立コスト

・固定費の削減が限定的

× × ○ 10月1日

株式譲渡 2社

・承継手続きのコストと手間が少ない

・債権者保護手続きが不要でありスピーディー

・法人ごとに規程を分けることが可

・万が一のときは子会社を清算することが可

・固定費の削減が限定的

・簿外負債のおそれ

【売り手】会社の代

表取締役

（【買い手代表

者】様と共同代

表）

【売り手代表者】様の

み
△ ◎ ◎ 10月1日

【買い手】会社の

取締役

以下①または②の可

能性が高いです。

①【売り手代表者】

様＋【買い手代表

者】様

※金融機関から求め

られた場合

②【売り手代表者】

様→【買い手代表

者】様へ切り替え

※【売り手代表者】

様から要望があり、金

融機関の了承が得ら

れた場合

③【売り手代表者】

様のみ

※金融機関、【売り

手代表者】様のどちら

からも要求がなかった

場合

吸収分割

事業譲渡
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再生事例３： 補助金申請支援

補助金申請書類の書き方、
申請方法がわからない

補助金を受け取るためには
• 40ページ以上の公募要領などの関係資料を読み、専
門用語と内容を理解し、対応すべき点を抽出する

• 審査を通過するためのポイントをおさえた申請書、必
要書類を準備する

• 申請書、進捗報告書、実績報告書などの各種提出書
類に正しく記入し、必要な書類をもれなく準備、提出
する

多忙な経営者自身が上記すべてに対応することは困難

不明点の問い合わせ、必要書類の作成、スケジュール管理などを全面的にサポート
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再生事例３：まとめ

• 売り手企業は単独では赤字体質を改善できる見込みがなかった
• M&Aによって、新規顧客獲得による売上増加、事務所統合による固定
費削減が実現し、M&A後初月から単月黒字を達成している

• 売り手、買い手ともにM&Aの専門家費用を負担する資金力がなかった

が、専門家費用の２／３の補助を受けることによって、専門家の支援を
受けることができた

• 買い手はM&Aプロセスが進むにつれて、売り手の財務資料の正確性、

事業の再生可能性に対して疑いが生じていたが、財務資料の精査と、
M&A後の事業計画作成により、売り手事業の課題と改善可能性が明
確になり、M&Aを進める決断をした

• M&A条件については、売り手、買い手の双方が歩み寄り合意できた
• 従業員説明を丁寧に行い、雇用条件の一部変更について承諾を得た

• 補助金申請については、不明点や状況の変化が生じた際にこまめに
事務局に問い合わせ、必要な対応を行った結果、売り手、買い手の双
方が無事補助金を受領することができた



（参考資料）会社案内

かえでファイナンシャルアドバイザリー株式会社



商　　　　　号 かえでファイナンシャルアドバイザリー株式会社

本  社  所  在  地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内3-2-2　丸の内二重橋ビル4階

代  表  取  締  役 佐武　伸

設        　　　立 2005年1月21日

資    　本    　金 2,000万円

事　業　内　容

■ M&Aアドバイザリー　■ 事業再生コンサルティング

■ 組織再編コンサルティング　■ 企業・事業評価

■ 財務調査 (デューデリジェンス)

グ ル ー プ 会 社

かえで監査法人

かえで税理士法人

かえで会計アドバイザリー株式会社

かえで司法書士事務所

かえで翻訳株式会社

Ｈ                  Ｐ https://www.kaedefa.com/

会社概要
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M&A・事業承継で最も信頼いただける企業となることを目指し、
「三方よし」の出会いを演出します



目標：日本企業の元気を取り戻したい
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取り戻したいもの：①チャレンジ精神
②アニマルスピリッツ
③リスクを取る

❔

実現したいもの：①アントレプレナシップ
②貯蓄から投資
（設備、M&A、金融商品）

③新陳代謝（解雇規制など）

どうアドバイス
するか？



M&A成約案件数ランキングデータ
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専門家との連携方法

74

M&A・再生ニーズなどの把握

・後継者が決まっていない？
・売れるのか？いくらで？誰に？

Ｍ＆Ａ・再生手続きなど

Ｍ＆Ａ・再生成功後の資金

マーケティング・営業

連携ステップ

経営課題の把握

保険、不動産、相続対策

情報共有、主要な会議出席

連携内容



Ｍ＆Ａサービスの特徴
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Ｍ＆Ａ、再生業務 勉強会 実施中!

テーマ：「会計事務所が行う中小企業Ｍ＆Ａビジネスの実務」
具体的な内容：
① 会計事務所が行うＭ＆Ａの強みと弱み
② 顧問先のＭ＆Ａ案件への関与の仕方
③ Ｍ＆Ａに関する相談内容
④ Ｍ＆Ａビジネスの流れ
⑤ Ｍ＆Ａビジネスの報酬体系
⑥ Ｍ＆Ａ案件の営業方法
⑦ Ｍ＆Ａの具体的な進め方
⑧ Ｍ＆Ａの相談を受けた場合の具体的な対応方法
⑨ オーナー経営者がＭ＆Ａについて聞きたい事項は？
⑩いい条件で譲渡する場合のポイント

テーマ：「会計事務所が必ず知っておくべき再生ビジネスの実務」
具体的な内容：
①再生型事業承継Ｍ＆Ａの選択肢と見極め
②経営者の個人保証の整理（経営者保証ガイドライン）
③ＲＥＶＩＣ特定支援を活用した事業承継Ｍ＆Ａ
④事例紹介
⑤典型的な留意点



参考書籍：拙著紹介
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本書の特徴：（中央経済社、税込3,990円）

①法的整理におけるスポンサー選定のノウハウを解説する本格的な実務書

②経営危機企業再生の生命線となるスポンサー探索・

選定の実務手順を詳細に解説

③契約書のサンプルなど51書式を収録

本書の特徴：（中央経済社、税込3,630円）

①売り手・買い手企業の見つけ方から成約まで、会計

事務所がM&Aアドバイスに必要な知識を網羅

②特例事業承継税制やマッチングサイトの活用など、

最新論点を盛り込み改訂

③DMサンプル、契約書のサンプルなど４０書式を収録
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事業承継M&A
事業再生M&A

ベンチャー企業M&A
カーブアウト型M&A
クロスボーダーM&A

不動産M&A

上記などのご要望があれば是非ご相談ください。
共同FA体制のM＆A支援業務もお受けしています。

問い合わせ先
かえでファイナンシャルアドバイザリー株式会社

佐武伸
公認会計士・税理士

〒100-0005 東京都千代田区丸の内3丁目2番2号
丸の内二重橋ビル4階（東京商工会議所ビル）

Tel. 03-6205-7994 Fax. 03-6205-7996
E-mail：satakes@kaedegroup.com
HP：http://www.kaedegroup.com/ 


